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Ａ．研究の背景と目的 

１）研究の背景 

わが国における子どもの健康課題は、初期の

発育・発達の確認や疾病スクリーニングなどに

加え、栄養・食事を含めた生活行動、さらに発

達支援や虐待予防など親子にも目を向けた課

題が取り扱われるようになった。そのような状

況において、「幼児期の健やかな発育のための

栄養・食生活支援ガイドの開発に関する研究」

では、幼児期の健やかな発育のための栄養・食

生活について保健医療従事者や児童福祉関係

者等が支援を進める為の共有すべき基本事項

を明らかにし、保健医療従事者や児童福祉関係

者等が幼児期の食生活支援を行う際に活用す

るためのガイド（研究代表：石川みどり）」を

作成することを目的としている。 

研究要旨 

【目的】市町村における保護者の子の発育に関わる食生活の心配事、及び、保健医療従事者や児

童福祉関係者等の支援者（以下、支援者という）の支援内容の実態を明らかにすることを目的と

し、全国の市町村にて、標準的な調査が実施できるよう、調査必携（プロトコル）の開発を行っ

た。 

【方法】乳幼児の食育・栄養指導に関する研究レビュー、市町村・保育所等への幼児健康診査（以

下、健康診査を健診という）や食生活支援に関するインタビュー調査、健やか親子２１（第２次）

のホームページに搭載されている取り組みのデータベースに登録されている食育事業の分析等

の結果および、対象地域の関係者から得られた情報等をもとに、研究仮説を作成し、調査必携を

作成した。 

【結果・考察】各市町村によって、幼児健診（１歳６か月、３歳）の健診実施体制は異なるため、

調査概要の説明や記入するタイミングも異なることが推測される。本必携では、様々な健診実施

体制に適した対応できるよう、３通りの調査方法を開発した。今回開発した調査必携によって、

今まで報告が少なかった、保護者の子の食生活の心配事に対して、市町村の支援者がどのような

支援内容を行っているかを把握することが可能になった。今後、この調査必携をもとに、調査を

進め、幼児期の健やかな発育のための栄養・食生活支援ガイド作成のためのエビデンスになるこ

とが期待される。 
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 これまでの幼児の食に関わる先行研究にお

いては、幼児の食事・食行動の特徴（課題）、

幼児と保護者の食事・食生活習慣の関連を明ら

かにした研究は多い。しかし、市町村において、

保護者の子の食生活の心配事に対して、保健医

療従事者や児童福祉関係者等の支援者（以下、

支援者という）がどのような支援内容を行って

いるか、を示した報告は少ない。 

 

２）研究目的 

本分担研究では、市町村における保護者の子

の発育に関わる食生活の心配事、及び、支援者

の支援内容の実態を明らかにすることを目的

とし、全国の市町村にて、標準的な調査が実施

できるよう、調査必携（プロトコル）の開発を

行った。 

 

Ｂ．研究方法 

調査項目は、乳幼児の食育・栄養指導に関す

る研究レビュー１）、市町村・保育所等への幼児

健康診査（以下、健康診査を健診という）や食

生活支援に関するインタビュー調査２、３）、健や

か親子２１（第２次）のホームページに搭載さ

れている取り組みのデータベースに登録され

ている食育事業の分析４）等の結果および、対象

地域の関係者から得られた情報等をもとに、研

究仮説を作成し、調査票を作成した。 

保護者の子の食生活の心配事に対して、支援

者がどう判断し、どのような支援内容を行った

かを把握するために、保護者と支援者の調査票

は、同一とした。 

調査方法は、まず保護者の子の食生活の心配

事を、保護者自身に記入してもらい、その調査

票を支援者が見て、それらの項目が心配かどう

かを判断してもらった。さらにその後、支援者

がどのような支援内容を行ったか、また今後ど

のような支援をしたいかを記入してもらう方

法とした。 

作成した調査票を用いて、研究者が所属する

幼児健診を実施しているクリニックにおいて、

プレ調査を実施し、調査可能性を検討し、調査

必携を作成した。 

 

Ｃ．研究結果 

プレ調査の結果を受けて、調査項目の文言な

どを調整し、調査必携を開発した（別紙 A）。 

 

 

Ｄ．考察 

全国の市町村で実施できるよう、先行研究だ

けでなく、市町村の健診事業の関係者から得ら

れた情報等をもとに、調査必携を開発した。な

お、各市町村の健診実施体制は異なるため、調

査概要の説明や記入するタイミングも異なる

ことが推測されるため、本必携では、３通りの

調査方法を開発した。 

Ａ方式で、研究者が所属するクリニックにお

いて、プレ調査をした結果、調査票に記入する

ことにより保護者の心配事が可視化され、支援

者が瞬時に把握することができていた。また、

保護者自身も今何に困っているかを確認でき、

保護者と支援者が心配事を共有した上で、相談

と支援が行えるため、幼児健診時の相談ツール

としても有用であることが推察された。 

また、食生活以外の調査項目として、子ども

の身長、体重、出生体重、家庭環境など、食生

活に関わる重要な因子として考えられる項目

は、この調査票と同時に調査をすると、より食

生活の心配事・支援内容との関連が明らかにな

ることが推測される。 

今回の調査必携は、幼児健診（１歳６か月、

３歳児健診）での方法を開発したが、この調査

票は、他の幼児期の健診だけでなく、保育所な

どをはじめとした児童福祉施設、子育て支援施
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設、幼稚園、病院等で、使用することも可能で

ある。幅広く、調査することで、保護者の子の

食生活の心配事およびその支援内容の現状が

明らかになる。 

 

Ｅ．結論 

 今回開発した調査必携によって、今まで報告

が少なかった、保護者の子の食生活の心配事に

対して、市町村の支援者がどのような支援内容

を行っているかを把握することが可能になっ

た。今後、この調査必携をもとに調査を進め、

幼児期の健やかな発育のための栄養・食生活支

援ガイド（仮称）作成のためのエビデンスとな

る調査結果を示していきたい。 
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